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(1) I 
税法上の国庫補助金をめぐる会計問題
—特に圧縮記帳制度と「その他の
資本剰余金」を中心として一一
関西学院大学教授 材＇ 名ト 将｝ ク、
1 序
故高尾忠男教援の急逝の知らせを受けたのは，猛暑の続くお盆前の10日で
あった。余りにも突然のことでありました。もともと病気知らずで健康には
絶対の自信をもっておられましたのでその驚きは一入でありました。かって
欧米を90日間， 17カ国に及ぶ外地視察旅行を共にした時のことを思うと信じ
．えない訃報でありました。思えば，一昨年の第2回目の海外視察旅行が冥途
えの道につながっていたのかも知れません。
青木倫太郎博士の門下生であり，税務会計という同じ研究課題をもつもの
ということで，関西大学商学部主催の追悼式で，はからずも「故高尾先生の
業績について」というテーマで，追悼講演を受け持ち，主著「税務会計の理
論」を中心に輝かしい業績を紹介させて載きましたが，改めて，故高尾教援
に哀悼の意をこめて，追t卓論文を捧げて，御冥福をお祈りするものである。
故寓尾教援が税務会計論を専攻しておられたことにちなんで，我が国の税
法のもつ独自の税務会計問題の一つをとりあげることにしたい。本来，税務
会計上の財務的な問題は，企業会計とはほとんど異らず，基本的なディメン
ジョンの相異にもとづく場合が多い。しかし，会計実践に直結し，ある場合
は企業会計にイニシャテイヴをとるような問題も慰められる。即ち，
(1) 会計主休論における「同族会社」の問題
(2) 資産会計における「少額重要資産」と「劣化資産」の問題
(3) 資本剰余金をめぐる「圧縮記猥制度」の問題
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が，その典型というべきである。
本追悼論文では，特に，故高尾教授の専門領域に属する税務会計上の最も
注目される国庫補助金をめぐる圧縮記帳制度の問題をとりあげ，会計理論上
の「その他の資本剰余金」の問題に言及することにしたい。
2 税法上の資本積立金と「その他の資本剰余金」
法人税に対する会計的立場には，所得源泉説と純資産増加説という 2つの
基本的立場があり，税務会計上における論争の一つとしてとりあげられてい
ることは周知のことである。我が国の法人税法は，いわゆる純資産増加説に
立脚していることは一般の認めるところである。すなわち，法人税法第22条
の1において「内国法人の各事業年度の所得の金額は，当該事業年度の益金
の額から当該事業年度の損金の額を控除した金額とする」と規定する。そし
て，旧基本通達第51で， 「益金とは，法令に別段の定のあるものの外資本等
取引以外の取引により純資産増加の原因となるべき一切の事実をいう」と
し，第52で「損金とは，法令に別段の定のあるものの外資本等取引以外にお
いて純資産減少の原因となるべき一切の事実」と規定する。これらの一連の
規定のうち，基本通達は昭和44年5月の改正で削除されているが，益金と損
金とによる純資産の増減の原因をもって，課税所得計算の基本的立場とする
ことから，純資産増加説に立脚するものといわねばならない。そして，税収
確保を目的とする法人税会計の立場としては，かかる純資産を対象とするこ
と自体には問題の生ずる余地はない。益金と損金の具体的な内容として，収
益や売上原価・販売費及ぴ一般管理費という会計用語が導入されてはいて
も，このことは計算原理とは無関係であるといいうる。
法人税法上の基本的計算原理としての純資産増加説的立場にあっては，
「純資産」の概念，「純資産の増減原因となるべき事実」と「資本等取引」が
問題となる。純資産 (networth)の会計的理解によると，次の公式で示され
るのが一般である。
総資産ー総負債＝純資産（純財産）
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純財産一法定資本＝剰余金（積立金）
となる。ここに剰余金とは企業会計原則上の用語であり，税法上では積立金
といい，商法上では準備金と呼ぶ。したがって，
① 企業会計……剰余金＝資本剰余金＋利益剰余金
② 税法……積立金＝資本積立金＋利益積立金
⑧ 商法……準備金＝資本準備金＋利益準備金
ということになる。これらは用語が異なり，観点の相異により意味内容に多
少の差異は認められるものの，概ね，同じ計算公式をもつものといいうるで
あろう。
しかして，ここで問題となるのは，法人税法基本通達で規定する益金及び
損金概念上における「資本等取引」についてである。 「資本等の金額」につ
いては，法人税法第2条の16において， 「資本の金額と資本積立金額との合
計額」としている。そして，資本積立金の内容は，第2条17で6項目を列挙
している。すなわち，
(1) 株式額面超過金（株式発行差金）
(2) 無額面株式の払込超過金（払込剰余金）
(3) 減資差益
(4) 合併差益
(5) 再評価積立金
(6) 財団法人や社団法人の受贈益
があげられている。ところが，企業会計原則注解の 7において，資本剰余金
を次の如きものとしている。すなわち，
① 株式発行差金（額面超過金）
③ 無額面株式の払込剰余金
⑧ 減資差益
④ 合併差益
⑥ 再評価積立金
⑥ 会社更生及ぴ整理等に基き生じた固定資産評価差益
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⑦ 資本的支出に充てられた国庫補助金（建設助成金）及び工事負担金
⑧ 資本填補を目的とする贈与剰余金又は債務免除益
⑨ 貨幣価値の変動に基き生じた保険差益
を例示的に列挙し，資本取引によって生ずる剰余金としている。更に，企業会
計原則修正案においては，現行企業会計原則における①より⑤までを具体的
に列挙し，⑥以下を削除すると共に，合併差益のうち「消減した会社の利益
剰余金は資本剰余金としないことができる」とし，更に，注解 2で，商法上
資本準備金（①～④）として認められる資本剰余金に該当しないものの中で，
再評価積立金以外のものは，計上するときは「その他の資本剰余金」として
区分することにしている。そして，国庫補助金や工事負担金は，注解24にお
いて「注記」を指示している。なお，修正案で削除されたもののうち，保険
差益，贈与剰余金及び債務免除益については何等の規定も行なっていない。
以上の如く，法人税法上の資本積立金と企業会計原則注解及び修正案注解
における資本剰余金とを比較検討すると，そこに， 「その他の資本剰余金」
をめぐって，
(1) 国庫補助金，保険差益の問題
(2) 贈与剰余金，債務免除益の問題
という 2つの課題を認めることができる。このうち，国庫補助金と保険差益
については，我が国の法人税法のとる独持の会計処理ともいうべき「圧縮記
帳制度」が採用されている。この圧縮記帳制度こそ，「その他の資本剰余金」
としての国庫補助金の本質の解明に当ってのキイ・ボイントといいうるであ
ろう。
3 国庫補助金における圧縮記帳制度
国庫補助金に対して，税法上で圧縮記帳制度の採用される理論的根拠は，
国庫補助金のもつ属性に基因するものである。本来，国庫補助金は，国また
は地方自治団体等が，特定企業に対して，社会政策，経済政策或は公共福祉
のため，または，企業の育成・保護の目的をもって補助的助成金の支給を行
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なう場合で，建設助成金ともいう。なお，これに関連して，公共性の強い電
気・ガス・水道・地方鉄道等の会社が施設利用者から受けとる工事負担的醸
出金のような「工事負担金」も，国庫補助金と同様に考えれらるのが一般で
ある。
かかる国庫補助金は，厳密に言えば，法人税法第22条の 2の規定における
「無償による資産の譲受け」である。また，益金概念にいう「資本等取引以
外の取引」であり，かつ， 「純資産の増加の原因となるべき事実」であり，
当然，「益金」に算入される。したがって，次の仕訳例の如くなる。
〔仕訳例J① 国より国庫補助として10億円を受取る
（仕訳） （借方）現金予金10億円／（貸方）国庫補助金C受入益JlO億円
この場合，国庫補助金の使途によって， 2つの立場が生れる。すなわち，
(1) 費用性国庫補助金•…••生産奨励金の如きもので，
〔仕訳例J② 生産奨励金として受取った国庫補助金を生産関係者の手当
として支給する
（仕訳） （借方）生産奨励手当10億円／（貸方）現金予金10億円
となり，国庫補助金受入益と生産奨励手当とは，益金と損金とが対応し，国
庫補助目的は完全に達成され，そこには奨励手当を受取った個人の所得税が
問題となり，法人税上の課税問題は生じない。
(2)設備性国庫補助金……建設助成金の如く，資本的支出に充当され，企
業内部に長期間保有されることとなる。かかる場合は，交付された国庫補助
金は，ダム設備の如き公共性設備資産に転化する。そして，国庫補助金受入
益に対応する損金は，減価償却手続を通して部分的にしか対応しない。した
がって，期間計算の立場からすれば，受入益と減価償却費期間配分額との受
入差益が課税対象となる。もし法人税35%，地方税15彩とすれば，当該受入
差益の半分は税金として吸いあげられ，国庫補助金という政策目的は達成さ
れず，国に還元されるという自己矛盾を生ずる。かかる自己矛盾を解消する
会計処理法として考案されたのが，いわゆる「圧縮記帳制度」である。
法人税法上の圧縮記帳制度は，税法上の一般的な圧縮記帳要件を充たした
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場合に限り，資本的支出による設備資産の取得原価から国庫補助金交付額を
差引き，圧縮された帳簿価額によって当該設備資産の減価償却を行なうこと
を認める制度である。ここに圧縮記帳の一般的要件とは，法人税法第42条に
示す如く
(1) 固定資産の取得または改良等に充てること
(2) 交付の目的に適合していること
(3) 圧縮限度額の範囲内で帳簿価額を損金経理により減額すること
としている。
いま，この圧縮記帳制度による場合の会計処理を仕訳例で示すと，次の如
くである。
〔仕訳例〕③ 圧縮記帳による会計処理法
⑦ 発電用ダム建設に当り，国庫補助金として10億円の交付を受ける
（借方）硯金預金10億円／（貸方）国庫補助金〔受入益］10億円
＠ 当該ダム設備のため30億円を支払う
（借方）ダム設備30億円／（貸方）現金預金30億
◎ 国庫補助金10億円の圧縮経理を行なう
（借方）国庫補助金圧縮損10億円／（貸方）ダム設備10億円
◎ 決算に当り，ダム設備の減価償却を行なう。定額法により耐用年数
10年，残存価額は取得原価の10％とする。
（借方）減価償却費1.8億円／（貸方）減価償却引当金1.8億円
（注） d=
(30-10)-(30-10) XO.I.. 20-2 
1 0 = 1 0 = 1. 8 
以上の仕訳により，耐用年数終了による10年後の除却時点の貸借対照表を
想定して，減価償却引当金の累積額をみると， 18億円となる。ダム設備20億
p:Jとの差額が残存スクラップを意味する。仮に，残存スクラップを2億で処
分したとすれば，次の如き仕訳により除却が行なわれる。
（仕訳）……（借方）減価償却引当金 18億円／
（貸方）ダム設備 20億円
現金預金 2億円
ところが，ダム設備の実際価額は30億であることから，形式的には国庫補助
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金は完全に消失し，実質的には補助金目的の継続性を考えておらず，投下資
本の回収は圧縮設備相当額のみとなる。この国庫補助金の消失過程をめぐっ
て幾つかの問題をとりあげることにしよう。
4 圧縮記帳制度による国庫補助金の特色
前節で示した圧縮記帳の仕訳例で明らかな如く，国庫補助金の圧縮記帳制
度における税法上の基本的態度は，あくまでも「国庫補助金受入益」である
ことを建前とするものである。したがって受贈益たる本質を有するものとい
いうるであろう。この受贈益を受贈時の益金に算入することは国庫補助目的
に添うものではないことから，圧縮記帳制度を導入し，この受贈益に対する
課税延期と分割納入を意図するものである。この点に圧縮記帳制度の特徴を
腿めることが出来る。
圧縮記帳制度の課税延期は，具体的には， 前節の仕訳でも知りうる如く，
減価償却資産価額と国庫補助額との相殺を通して，減価償却費の過少計上に
より生ずる「不足減価償却額に相当する利益」に対して課税し，国庫補助金
の一部を国庫に吸収することを意味する。
すなわち，前掲の仕訳例により具体的に比較すると，
① 圧縮記帳を行なわない場合……d=
30-3 
10 
=2.7 
（第X年度） （借方）ダム設備減価償却費 2.7億円／
（貸方）ダム設備減価償却引当金 2.7億円
R 圧縮記帳の場合
20-2 
・・ ・・d=
10 
=1.8 
（第X年度） （借方）ダム設備減価償却費 1.8億円／
（貸方）ダム設備減価償却引当金 1.8億円
となる。そして，当期の減価償却費控除前純利益を 4億円と仮定し，法人税
その他の税率を50彩とすれば，減価償却控除後利益と納税額は，
① 圧縮記帳を行なわない場合•…..
④ 減価償却費控除後純利益•…••4.0億円ー2.7億円＝ 1.3億円
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＠ 納税額……1.3億円X50彩＝0.65億円
② 圧縮記帳の場合……
④ 4.0億円ー1.8億円＝2.2億円
@ 2.2億円X50彩＝1.1億円
となる。したがって，納税額の差額はく1.1億円ー0.65億円＝0.45億円>と
なる。この0.45億円が過少減価償却部分に対する課税の形式をとった国庫回
収額となる。このことは，前述の如く税法上の国庫補助金に対する圧縮記帳
は，基本的には受贈益であるが，特に，国庫補助金という特定目的のために
減価償却を通して，課税延期という恩典が与えられているというのが一般的
理解である。
しかしながら，ここで問題となるのは，課税額が過少減価償却部分の50彩
であることから，残余の50%に相当する0.45億円と残存価格相当の 1億円は
留保利益部分となり，秘密積立金を生ずることとなる点である。これを貸借
対照表面からいえば，資産側ではダム設備の過少表示または簿外資産を意味
し，資本側では贈与剰余金のインヴィジプル化となり，簿外資本剰余金を生
ずることとなるのである。したがって，圧縮記帳制度のもつ課税延期や分割
納税は，反面において非課税受贈益を認め，これが簿外贈与補助金を交付し
ていることとなるのである。
かように税法上の圧縮記帳制度は，単純に課税延期として受け止めること
には問題がある。したがって，圧縮記帳制度における会計処理としては，法
人税法施行令第80条に規定する「損金経理により引当金勘定に繰り入れる方
法」を採用する方が，むしろ，かかる簿外資産や簿外資本剰余金の生ずるよ
りも合理的であるといいうるものと思う。すなわち，
(1) 国庫補助金10億円の交付を受け，ダム設備30億円の建設を行なった
（借方）ダム設備30億金／（貸方）現金預金30億円
(2) 圧縮記帳に代えて引当金を設当する
（借方）国庫補助金引当金繰入10億円／（貸方）国庫補助金引当金10億円
とすれば，貸借対照表上ではダム設備30億円，国庫補助金引当金10億円と表
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示され，少なくとも，圧縮記帳法による貸借対照表面の簿外問題は解消され
る。そして圧縮による減価償却の計算では，ダム設備より国庫補助金引当金
を相殺した価額によって減価償却額が算出されることとなる。しかし，この
場合でも損益計算上における留保利益相当の秘密積立金の問題は解決されな
いことと，「国庫補助金」が会計上における負債性引当金か評価性引当金かの
問題が残されることとなる。したがって，固定資産の圧縮記帳によるインヴ
イジブル化の問題は，引当金ではなくて，むしろ資本剰余金（税法上の資本
積立金）としてとらえるべきものと思うものである。
5 国庫補助金に対する圧繁記帳制度の問題点
以上，税法上の国庫補助金に対する圧縮記帳制度の問題点を指摘したので
あるが，かかる問題点を解決する方向としては，国庫補助金の本質に即して
検討すると共に，企業会計上の資本剰余金との関連からとりあげねばならな
いものと思う。
本来， 「補助金」そのものの本質は，無償贈与と公共的目的に対する国家
的助成という点にある。したがって，国庫補助金は無償贈与であることはい
うまでもない。しかし，国庫補助としての無償贈与は株主や債権者を保護す
ることを目的とするものではなく，公共的役割に対する補助資金である。故
に，当該法人や法人を構成する株主，役員或は従業員に帰属するものでもな
く，債権者に対する担保としての資産でもない。公共的役割を失った時には
国庫に返還すぺき性質のものというべく，端的に言えば，交付を受ける法人
側では国庫預り金の性質を有するものと理解すべきであろう。すなわち，国
庫補助金のもつ補助目的が続く限り，国庫補助は継続すべきものであり，そ
れが分割徴収という形式で国庫に回収されたり，返還を要求したりすべきも
のではない。また，直接・間接に配当金の形で社外流出されるべきものでも
ない。国庫補助金は補助目的の完結時において，初めて，いかに会計処理す
るかを考えるべきものである。それまでは，国庫補助金は「国庫預り金」と
しての「政府持分」である。そして補助目的の完結に当って，かかる政府持
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分を報奨金として当該法人に無償贈与するか，返還を要求するかを決定する
のが合理的であろう。この点に関して，法人税法第43条2項では， 「国庫補
助金等について返還すべきことまたは返還を要しないことが確定した場合」
に圧縮記記帳特別勘定を取崩して益金に算入することになっているが，国庫
補助金の本質からみて，むしろ，補助目的の終結時において，要返還的国庫
補助金の場合は国庫預り金の返還となり，返還を要しない場合は，受贈益と
するか，非課税贈与とすべきではなかろうか。
いわゆる圧縮記帳制度による税法上の国庫補助金は，前述の如く取得資産
に対して圧縮記猥による過少減価償却を通して，使用可能期間の全期間にわ
たる期間配分的課税によって国庫補助金の一部を回収することになってい
る。これは，国産補助金の受贈益観に立ちながらも，国庫補助という特殊の
目的に即して課税延期の必要性を認めたことからとられた会計手続であり，
この意味からすれば優れた方法といいうるであろう。しかし，反面におい
て，国庫補助という大義明文を掲げながらも，国庫補助金を何等かの形で回
収しようとするものといいうるのではなかろうか。しかも，その方法とし
て，減価償却費の過少計上という迂回的手法を用いることは，会計実践をよ
り煩雑ならしめているものといいうるであろう。故に，租税簡素化の面から
みても，もし，圧縮記帳制度的立場と同じ効果を求めるとすれば，圧縮記帳
制度にかえて，交付された国庫補助金の金額に対して，要返還割合を定め，
見積使用可能期間における均等返還額を規定する方が合理的ではなかうか。
しかし，国庫補助金の本来的な目的は，公共的役割を果す法人企業に対す
る助成であるからには，要返還性や受贈益性を考えることこそ問題であると
いいうる。そして，また，国庫補助金の一部回収と，会計上における簿外資
産や秘密積立金の発生とは，圧縮記帳制度の問題点である。かかる問題の解
決の方向としては，会計理論に立ち帰り，国庫補助金を資本剰余金として検
肘する必要があると思う。
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6 結ぴ一国庫補助金のその他の資本剰余金性
国庫補助金は，繰返すまでもなく，法人企業における国家的助成金であ
り，しかも，資本的支出に充てられる場合に，特に，税法上で圧縮記帳制度
が採用されているのであるが，本来，国庫補助金は生産奨励目的等による場
合と，資本的支出に充てられた場合とでは，その本質を異にするものではな
い。したがって，資本的支出に充てられる国庫補助金も，生産奨励的国庫補
助金の如く受入益と損金（費用）とが相殺される場合と同じ効果をもつべき
である。それを資本的支出に充てられる場合は，圧縮記帳制度によって課税
延期の特典を与えはするが，その一部を回収すること自体，国庫補助の本来
的目的に反するものというべきであろう。
国庫補助金は，あくまでも無償贈与であり，しかも，課税の対象とならな
い資本剰余金であるというのが会計理論上の立場である。会計理論上におけ
る資本剰余金については多くの見解があり，いわゆる資本剰余金論争が展開
されていることは周知のことである。いま，資金フロー的会計の立場から資
本剰余金を分類するとすれば，次の如くである。
① 
（会計実体） （資金フロ-) →資本金→資本剰余金←一
→ストック的収入―I
→収入ー1 →負債 ② ＼ 
① ー硯金一 →フロー的収入 ー→収益
塁＿ →ストック的支出一→資産
実 →支出―| R 
体 一資本金 →フロー的支出 ー→費用
上図の如き資金フロー的会計構造の下では資本剰余金の発生する場合が 3
つある。すなわち，
① 会計実休そのものの増減による場合
R 資金フロー過程におけるストックとしての資産の修正によって生ずる
場合
⑧ 資金フロー過程以外の取引によって生ずる場合
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である。これらの 3つの分類を企業会計原則注解7に即してみると，第一の
パクーンは，いわゆる資金バランス（資金実休）の増減であり，増資による
株式発行差金，無額面株の払込剰余金，合併差益，減資差益である。第二の
類型としては，有形固定資産の価値修正であり，再評価積立金や固定資産評
価差益がこれに属する。そして，第3のパクーンとしては①資本的支出に充
てられる国庫補助金・工事負担金②資本填補を目的とする贈与剰余金又は債
務免除益⑧貨幣価値の変動に基き生じた保険差益等があげられる。
このうち，第3のパクーンに属する項目は，それぞれ異なった系列ではあ
るが，その本質は，究極において「無償贈与」といいうる。このうち，保険
差益は別にして，国庫補助金としての資産の受贈は「資産」の無償取得であ
り，資本項目の増加，または，圧縮記帳による簿外資産となる。また，債務
免除益は「負債」の返済義務免除であるから実質的な負債の減少を意味し，
間接的に資本項目の増加となる。これらの 2つの場合は，等しく貸借対照表
上の資産の増加，負債の減少が一方的に行なわれることからくる結果として
の資本項目の増加である。しかし，無償贈与であるからといって，受贈益と
みる税法的見解は皮相的であり，その本質は資本の補充または填補であるか
ら，資本剰余金とすべきである。特に公共的目的をもつ国庫補助金は，その
他の資本剰余金に属する贈与剰余金たる性質を有するものといいうるであろ
う。
しかし，ここで問題となるのは，その他の資本剰余金は，「正当な理由」が
あれば利益剰余金に振替えうることは，企業会計原則でも認められている。
特に，欠損填補の場合は取崩すことが圏められ，その第 1順位に「その他の
資本剰余金」があげられる。したがって，国庫補助金は欠損填補その他「正当
な理由」によって取崩すことが出来る点に注目しなければならない。本来，
継続企業における欠損金の発生は，少くとも一時的な現象である。このこと
は，企業は本質的に利益確保を目的とする営利構成休であることからも明ら
かである。さもなくば倒産を意味する。故に，仮に，特定会計期間において
欠損金が発生し，資本剰余金としての国庫補助金の取崩しによって，利益剰
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余金に振替え填補した場合で，次期に利益が生じ。配当が行はれたとすれば，
この両期を通算すれば，国庫補助金が間接的に配当されたこととなる。これ
は明らかに不合理であるといわねばならないし，国庫補助金の本質に反する
ものである。したがって，国庫補助金は，同じパターンに属する工事負担金
とも異なった性質の「その他の資本剰余金」として取扱う必要がある。
以上のことから， 「その他の資本剰余金」としての国庫補助金は，
① 政府持分であること
② 利益剰余金えの振替を行なわないこと
を条件とした資本剰余金であり，補助金の目的とする経営行動の終結時に国
庫に返済すべきや否やを税務当局の判断で決定すべきものである。故に，税
法における圧縮記帳制度とは異なり，取崩しの出来ない資本剰余金としての
別個の系列の資本剰余金を考えるぺきであろう。国庫補助資本剰余金または
贈与剰余金として，補助金の交付目的の存続する限り固定化した資本剰余金
として取扱うべきものであると思うものである。
